
単位：千円

439,617 680,623 
現 金 及 び 預 金 29,085 買 掛 金 159,831 
受 取 手 形 19,359 短 期 借 入 金 310,000 
売 掛 金 366,902 未 払 金 91,408 
電 子 記 録 債 権 5,704 未 払 法 人 税 等 41,182 
貯 蔵 品 16,988 未 払 消 費 税 等 23,556 
副 産 物 417 預 り 金 5,644 
前 払 費 用 1,009 賞 与 引 当 金 49,000 
短 期 貸 付 金 150 

114,285 
退職給付引当金 105,270 

1,784,934 役員退職慰労引当金 9,015 
1,723,361 

建 物 487,107 
構 築 物 17,443 
機 械 及 び 装 置 219,535 
車 両 運 搬 具 1,232 
工具・器具・備品 15,357 
土 地 982,685 1,429,643 

1,029 350,000 
ソフトウェアー 1,029  19,275 

60,542 資 本 準 備 金 19,275 
長 期 貸 付 金 5,000 1,060,368 
長 期 前 払 費 用 2,353 利 益 準 備 金 43,000 
繰 延 税 金 資 産 51,747 別 途 積 立 金 300,000 
差 入 保 証 金 442 繰越利益剰余金 717,368  
そ の 他 投 資 1,000 

　

利 益 剰 余 金

1,429,643 

資　産　合　計 2,224,552 負債及び純資産合計 2,224,552 

純 資 産 合 計

貸借対照表

（  2020年3月31日現在  ）

（　　資 　産 　の　 部　） （　　負　 債 　の 　部　）

負 債 合 計

流 動 資 産

794,908 

（　　純　資　産  の  部　）

流 動 負 債

固 定 負 債

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

投 資 等

資 本 金無 形 固 定 資 産
株 主 資 本

資 本 剰 余 金



個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  

  １．資産の評価基準及び評価方法

    たな卸資産の評価の方法は、主として個別法による原価法によっております。

  

  ２．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

       1998年 4月 1日以降取得の建物          ･･･ 定額法

              2016年 4月 1日以降取得の建物付属設備及び構築物 ･･･ 定額法

それ以外の有形固定資産              ･･･  定率法
    （２）無形固定資産

       自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に
基づく定額法によっております。

  ３．引当金の計上基準

    （１）貸倒引当金

       売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

    （２）賞与引当金

       従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額基準により繰入限

       度額を計上しております。

    （３）退職給付引当金

       従業員の退職給付に備えるため、簡便法による当期末の退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

    （４）役員退職慰労引当金

       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

  ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理方法

       税抜方式によって処理しております。

Ⅱ．株主資本変動計算書に関する注記

  発行済株式の数                     3,000,000株

（注）本計算書類中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨てております。


